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Ｓ－３ 脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的な評価・予測・立案 

手法の確立に関する総合研究プロジェクト 

１．温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 

（１）中長期温暖化対策シナリオの構築に関する研究 

１）中長期温暖化対策モデルの構築に関する研究 
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  ［要旨］ 平成17年度までは、2050年に向けた温室効果ガス排出量を1990年に比べて60から80％

削減するシナリオを叙述的・定量的に示すため、1）バックキャスティングの手法に基づいた研究

の枠組みの構築、2）2つの対照的な叙述シナリオの例示、3）社会経済像を様々な角度から分析す

る各種モデル群の開発、4）日本脱温暖化研究の取組を日本および世界に紹介し、広く連携を呼び

かけ日英共同研究プロジェクトの立ち上げ、5）滋賀県シナリオ等、地域発のビジョンの例示を行

った。 

本年度は、2004年度から始まった5年プロジェクトの中間年度を迎え、さらに研究を進めた。 

1）今後、半世紀の間に社会が変化することを考慮して、日本社会経済が2050年に向けてどのよう

な方向に進むかについて、幅を持った将来像（たとえば経済発展・技術志向のシナリオA、地域重

視・自然志向のシナリオB）を想定し、二つの社会を定性的に描いた。そして、それぞれの社会像

での低炭素社会実現の方策を、都市・交通・産業・エネ供給等の場面ごとに、各サブプロジェク

トから得られた情報を勘案して検討した。その研究成果を、「2050日本低炭素社会シナリオ：温

室効果ガス70％削減可能性検討」報告書としてまとめ2007年2月15日に記者発表し、様々なイノベ

ーションを組み合わせて大幅削減しても、豊かで質の高い低炭素社会を構築することは可能であ

ることを示したところ、各紙で取り上げられた。2）滋賀県を対象とした「持続可能社会の実現に

向けた滋賀シナリオ」を構築し、2030年までに1990年比50％削減を達成するシナリオを示した。 

3）日英共同研究プロジェクトの第1回国際ワークショップを2006年6月に東京で行い、持続可能な

発展につながる低炭素社会構築に向けて、世界19カ国・6国際機関の研究者や政策決定者ら54名ら

と、低炭素社会のビジョンについて議論を深め、各国の事情に応じた低炭素社会を目指すことを

話し合った。中国、インド、タイ、ブラジルを対象とした分析を始めた。 

 

［キーワード］低炭素社会、バックキャスティング、イノベーション、シナリオ、シミュレーシ

ョン・モデル 

 

１．はじめに 
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2007年に入りIPCC第4次報告書各作業部隊から政策決定者向け要約が公表された。確実に温暖化

は起こっておりそれはほぼ間違いなく人為起源でもたらされていること、温暖化影響は予想以上

に広がっており気温の上昇が約2～3℃以上である場合にはすべての地域において温暖化によるマ

イナスの影響を受けること、深刻な影響を避けるためには2050年の温室効果ガス排出量を半減以

下にする必要があり今から適切な対応をとれば2030年の排出量を2000年レベル以下に抑えること

が可能なこと、等が指摘された。 

それに先立って、EU欧州委員会は2007年1月10日、2020年の温室効果ガス排出量を1990年レベル

からEU単独でも20％以上、他の先進国の協力が得られるなら30％以上の削減を目指した環境・エ

ネルギー包括政策案を欧州加盟国27カ国に提示し、3月9日のEU首脳会議で了承した。さらに、英

国では2007年3月13日に気候変動法案を発表し、CO2排出量を90年比で2020年までに26-32％削減、

2050年までに60％削減することに法的拘束力を持たせることを目指す。一方、米国でも、環境政

策に熱心なカリフォルニア州（現在、シュワルツネッガー知事）では2050年80％削減の目標値を

掲げ、次期大統領候補の共和党のマッケイン上院議員らも2050年に米国の温室効果ガス排出量を

60％以上削減する法案を作成した。また、2007年1月22日に電機大手ゼネラル・エレクトリック（GE）

など米国の主要企業10社と環境保護4団体が国内排出権取引の活用で2050年の米国の温室効果ガ

ス排出量を2007年に比べて60-80％削減することを、連邦議会とブッシュ大統領に求めた。 

「脱温暖化2050研究プロジェクト」では、2004年4月から、約60名の研究者らが協力して、日本

国内の温室効果ガス排出量を1990年に比べて60から80％削減するビジョン・シナリオを描く研究

を始め、5年プロジェクトの中間年度を迎えた。そこで、どのような結果がまとまったか示す。 

 

２．研究目的 

今後、半世紀の間に社会は変化する。変化の幅は大きく、場合によっては低炭素社会の実現は

不可能かもしれないし、可能でも、社会変化に対応した何らかの準備が必要であろう。人々が必

要とするサービスレベルを維持・向上しつつ低炭素社会を実現するためには、今後当然見込まれ

る産業構造転換や国土インフラ投資を早期から低炭素化の方向にむけて粛々と進めていかねばな

らない。その上に、省エネルギー・低炭素エネルギー技術開発と投資、利用を加速する必要があ

る。政府が強いリーダーシップを持って、早期の目標共有、社会・技術イノベーションに向けた

総合施策の確立、削減ポテンシャルを現実のものとするための強力な普及･促進策の実施、長期計

画にもとづく確実な政府投資の実施と民間投資の誘導を推進してゆくことが必要である。 

本研究は、2050年日本において、主要な温室効果ガスであるCO2を1990年に比べて70％削減する

ような低炭素社会を実現させることが可能かどうか叙述的・定量的に検討することを目的とする。 

 

３．研究方法 

将来の幅を前提とし、そのうえで低炭素社会実現の方策を検討するアプローチ法として、本研

究ではバックキャスティングの方法を採用した。図1にその要点を示す。すなわち、(1)日本社会

経済が2050年に向けてどのような方向に進むかについて、幅を持った将来像（たとえば経済発展・

技術志向のシナリオA、地域重視・自然志向のシナリオB）を想定し、専門家のブレインストーミ

ングによって、それら二つの社会を定性的に描く(叙述ビジョン)。(2)シナリオA、Bそれぞれの社

会像で家庭生活（時間の使い方、どのようなサービスを必要とするか）、都市・交通形態（どの



地球環境研究総合推進費S-3（脱温暖化2050研究プロジェクト） 

平成18年度成果（S-3-1(1)-1） 

 - 3 -

ような都市・住宅に住んでいるか、移動が必要か）、産業構造（多部門一般均衡モデルを用い構

造変化を推定）を定量化し、その想定下でのエネルギーサービス需要（例えば冷房カロリー、給

湯何リットル、粗鋼生産何トン、交通量トンキロなど）を推計する。次いで、(3)それぞれの社会

における経済・社会活動を支え、かつ、温室効果ガス排出量70％削減を満足させるエネルギーサ

ービス需要と、エンドユース・エネルギー技術（エアコンや断熱、給湯器、製鉄プラント、ハイ

ブリッド自動車など）、供給エネルギー種、エネルギー供給技術の組み合わせを、エネルギー供

給可能量（(5)）、経済性および政策的実現性を考慮して探索し、エネルギー需要・供給技術の種

類とシェアを同定する。そして、(4)その時の一次および二次エネルギー量と排出CO2量を集計した。 

 

2050年
社会像の

描写

エネルギー
サービス
需要の
推計

需要・供給
エネルギー量
および技術
の同定

排出CO2量、

一次、二次
エネルギー
量の推計

エネルギー
供給可能
量の推計

エネルギー起源
CO2排出量の導出

(1) (2) (3) (4) (5)

 

図1 低炭素シナリオ検討手順 

 

４．結果・考察 

（1）2050年の日本：ありうる社会のシナリオと産業構造変化を想定 

1）将来日本二つの姿 

50年後に考えられる日本社会の姿とそれに至るまでの道筋を、専門家の討論などに基づき、シ

ナリオA、Bの二通りで設定した（表1）[図1の手順(1)]。シナリオA（ドラえもん型）は、活発な、

回転の速い、技術志向の社会であり、シナリオB（サツキとメイ型）は、ゆったりでややスローな、

自然志向の社会である。こうした設定や指標の推移は、従来のさまざまな日本社会長期将来見通

しと大差なく、諸想定の範囲内に収まっている。実際には、この両シナリオが調和しながら混在

しつつ進行するものと思われる。 

シナリオAでは一人当たりGDPの成長率を年率2％に、シナリオBでは1％と想定しているが、エネ

ルギー消費に直結するサービス（暖房や移動、オフィス環境など）は、利用する人々の姿を想像

しながら、現状よりも適度に向上される程度に設定した。つまり、24時間冷暖房がつけっぱなし

の住宅や人々がどこでも好きなところに住むことで多くの長時間移動が発生するような都市構造

など、過度なサービスの供給は想定していない。 

2）人口・世帯の推計 

国立社会保障・人口問題研究所１）で行われている将来人口の推計方法や想定値を参考に、シナ

リオAおよびBの将来シナリオ（表1）に基づいて都道府県別に出生率、死亡率、移動率、世帯主率

等を想定した。人口は、2000年に1億2千7百万人だったのが、少子高齢化の継続により2050年には

シナリオAで9千5百万人、Bで1億人まで減少する。世帯数は、高齢者や未婚者等の単身世帯の割合

が増加するため、1世帯あたりの構成員が減少するため、減少率は人口より小さくなると推計した。

2000年で4千7百万世帯が、2050年シナリオAで4千3百万世帯、Bで4千2百万世帯になる。 
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表 1 国土・都市のシナリオ 
キーワード シナリオA シナリオB 
国内人口移動 

人口減少社会

の下あらゆる

地域で人口減

少 

都市居住選好志向や利便性・効率

性の追求から都心部への人口・資

本の集中が進展  

ゆとりある生活を求めて、都心から

地方・農山村への人口流出が進み、

人口や資本の分散化が進展 

都心部 

中心 土地の高度利用（高層化、地下化）が

進む。職住近接が可能になり、郊外か

ら利便性が高い中心部に移り住む

人々の比率が増加。 

自らのライフスタイルに合った地域に

移り住む人が増加し中心部の人口減

少。首都など主要都市においては適正

な規模と密度が維持されており、過度

なインフラ投資は行わない。 

  

  

郊外 都心部へ人口が流出するが、計画的で

効率の良い都市計画により、アミュー

ズメント施設や自然共生地を適切に

配置。 

地方への人口・資本流出が大幅に進む。

この結果、都市部郊外というよりは独

立性高い都市としての再生が図られ

る。 

地方都市 

中心 人口が大幅に減少するため、中核都市

としての機能を果たせない都市が増

加するが、土地や資源を利用したビジ

ネス（大規模農業、発電プラント等）

の拠点として再生される都市も現れ

る。 

地方においても充分な医療サービスや

教育を受けることが可能になり、人口

の減少がある程度抑制される。地域の

独自性や文化が前面に出され、活気あ

る地方都市が数多く現れる。地域社会

の意思決定の過程には、NGOや市民が積

極的に参加し、理想の地域を自ら作る

意欲に満ち溢れている。 

  

  

  

  

農地・山間 農地、山間部においては過疎化が進展

し、人口が大幅に減少する。地域の特

性に応じた、土地や資源の効率的な利

用に向けた取り組みが進められる。農

業・林業・漁業などは民間会社などに

よって大規模経営され、機械化などに

よって大幅に省力化される中、ヒト・

モノ・カネといった資源の効率的な利

用が進む。一方で、国立公園に指定さ

れる地域も増加する。 

農林水産業に対する魅力性が高まり、

農村や山村、漁村への人口回帰が進む。

低い地価を利用した個人・地域経営の

もと、工夫を凝らした「おもしろい」

一次産業を営む人も現れる。農業を職

業として営む人のみならず、自然が豊

かな地域に自宅とオフィスを構え、

SOHOによって収入を得ながら、自ら家

庭菜園を営み、おいしく、安全な食と

健康的な生活を求める家族も現れる。

 

3）産業構造の推計 

新産業創造戦略2）に示された2025年の産業構造を念頭に、2050年の産業構造を設定した。エネ

ルギー多消費産業である鉄やセメントの国民一人当たり生産量は、現在、欧米先進国の2倍程度で

ある。公共事業は鉄やセメントに対する需要が大きいが、2050年になると公共投資は一巡し新規

需要が大幅に減少すると想定した。また、アジア地域の需要に対しては日本企業による現地生産

が増加すると想定した。これによって、2050年の日本の粗鋼生産は6～7千万トン、セメント生産

量は約5千万トン程度になり、国民一人当たり生産量はおおむね欧米先進国レベルになる。 
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図2 2050年における産業部門別国内生産額 

 

低炭素化目標を織り込んだ2050年の産業構造を、57部門からなる応用一般均衡モデルを用いて

推計する。想定した叙述シナリオや素材生産量に関する検討と整合するように、マクロ経済指標

及び部門別生産量を推計した。2050年の人口構成と整合する労働力や、生産性を踏まえた資本ス

トックの規模を想定している。エネルギー需要については、効率変化（低炭素化目標に欠かせな

い技術の導入によるエネルギー効率改善や、脱物質化の進展等）やエネルギー供給形態、人口構

成や社会構造の変化に基づく需要関数の変更、ストックの更新に伴って発生する素材の再生利用

の拡大、前項で示した素材生産の変化、インフラの維持管理に重点を置いた公共投資への転換、

生産拠点の移転に基づいた貿易構造の変化など、2050年の社会を記述する主要なパラメータを想

定する。2050年までには、生産設備は概ね置き換わっていると考えられることから、ここでは経

年的な変化を考慮せず、2050年の社会像のみを試算している[図1の手順(2)]。図2はその結果を40

部門に集約したものである。シナリオA、B共通してサービス業の進展、電気機械・輸送機械産業

の増加、エネルギー多消費型産業の縮小がみられ、これは従来の諸見通し3）と大差ない。活発社

会（シナリオA）での、商業等のサービス業、電気機械・輸送機械等の製造業の伸びが顕著である。

以下の定量的な分析では、この試算結果を前提に低炭素社会の実現に向けた対策の直接的な効果

のみを評価する。対策に伴う誘発効果など間接的な影響は分析していない。 

 

（2）低炭素社会の可能性：現状のサービスレベルを確保・改善しながら、合理的な利用でエネル

ギー需要の40～45％の削減、供給側の低炭素エネルギー選択で、CO2排出量70％削減は実現可能 

1）低炭素社会の需要側技術選択 

シナリオA、Bそれぞれにおいて、2050年の時間断面で推計された産業構造下（図2）で各種生産
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を行うための技術を、約600の技術リストから選択した[図1の手順(2)]。個別技術の進歩見通しは

超長期エネルギー技術ビジョン4）などを参考にした。そして、それらの技術を稼動させるのに必

要なエネルギー需要量を二次エネルギー形態（電力、液体、ガス、その他）で推計した[図1の手

順(3)]。各種需要側技術の効率改善予測や、適切な技術の選択に関して、専門家の助言を得なが

ら産業、旅客運輸、貨物運輸、家庭、商業の各部門のエネルギー需給量を推計した。 

例えば家庭部門では、我が国の住宅平均寿命は35年程度であり、2050年には現存する住宅の多

くが建て替えられている。このため、今後の建て替え需要を見込んで、寒くなくて過ごしやすい

省エネルギー型高断熱住宅へと誘導して行くことによって、快適性の高い居住空間と省エネルギ

ー性能が両立した良質の住宅ストック構築が可能となる（図3）。サービス需要の増加に伴いエネ

ルギー需要は増加するが、その分を世帯数減少がほぼ相殺している。利便性の高い生活を追及す

るシナリオAがゆとり生活を嗜好するシナリオBと世帯当たりのサービス需要が同程度であるのは、

快適な生活の追及によって冷暖房需要や家電製品利用が増える一方で、外食率や集合住宅率の増

加によって、エネルギーサービス需要が抑制されるためである。高断熱住宅など寒くない家に作

り変えることで、約10Mtoe（石油換算百万トン）の需要を削減することができる。さらにエアコ

ンや電気給湯器のヒートポンプの効率、給湯器やコンロの燃焼効率、照明の効率、待機電力消費

率を大幅に改善するような各種技術イノベーションを行うことで、2050年のエネルギー需要合計

が2000年に比べて約50％にまで削減することができる。シナリオAでは利用段階でCO2を排出しな

い電気や水素の利用割合を、シナリオBでは太陽熱・太陽光、バイオマスなどの分散型再生エネル

ギーの利用割合を増加させることで、家庭部門からのCO2排出量は殆どなくなる。 

これらの対策を各部門で積み上げると、2050年に消費者が必要とするであろうサービスを提供

しても供給するエネルギー量を2000年に比べて40～45％削減できる（図4）。 

2）供給側低炭素エネルギー源の選択 

形態別の二次エネルギー需要を満足し、かつ一次エネルギー供給制約範囲内で、供給側エネル

ギーの組み合わせを選択した（図5）[図1の手順(4)と(5)]。経済性のみならず、技術進歩の確実

性、社会受容性など、2章で想定した叙述シナリオの文脈に合うよう専門家の判断に従って決めた

ものである。経済成長を担保しながらも、様々なイノベーションによって2050年に必要となるエ

ネルギー需要量は2000年に比べて約6割程度になると推計したが、さらにエネルギー供給の脱炭素

化が必要になる。様々な組み合わせが考えられるが、シナリオAでは原子力、炭素隔離貯留（CCS）

や水素など大規模なエネルギー技術が、シナリオBでは太陽光や風力、バイオマスなど比較的規模

の小さい分散的なエネルギー技術が受け入れられやすいと想定した。 

3）低炭素社会は可能 

その結果、2050年時点で、両シナリオが想定するいずれの社会においても、技術開発利用の加

速によりCO2を70％削減することは可能との結論を得た（図6）（なお作業の都合上、エネルギーに関

するポテンシャルの計算は、2000年比で示されている。しかしCO2排出量の総量は1990年比70％削減に対応し

ている）。シナリオA、Bともに、GDPは2000年に比べて2.0倍と1.5倍に増加すると想定したが、各

種イノベーションにより、サービスレベルを低下させず、しかしエネルギー需要を40～45％削減

することは可能である。さらに供給側の低炭素化により1990年比でCO2排出量の70％削減は可能で

ある。試算したいずれのケースでも、合理的な利用による需要減少、需要側省エネ技術の開発と

選択、供給源エネルギーの低炭素選択、を混合した総合戦略が必要である。 



地球環境研究総合推進費S-3（脱温暖化2050研究プロジェクト） 

平成18年度成果（S-3-1(1)-1） 

 - 7 -

シナリオAでは、家庭・業務や産業、運輸での高効率機器の導入など需要側のエネルギー効率改

善と原子力や水素利用による供給側のエネルギー転換での低炭素エネルギー利用の効果が大きい。

シナリオBでは、交通や家庭・業務、産業でのバイオマス利用や太陽エネルギーの利用などの需要

側での低炭素エネルギー利用の効果が大きい。 

このようにシナリオにより部門間での削減量に差はあるが、選択された技術には共通のものが

多く、低炭素化目的でなくともエネルギーコストの節約だけで得をするいわゆるノーリグレット

な対策もあり、積極的な技術開発・普及が望まれる。また需要側機器の動作に必要な二次エネル

ギー（ガス・水素、液体、電力、その他）および一次エネルギーであるバイオマス、太陽・風力、

原子力など、計画的な導入を要する対策については、将来の不確実性を勘案しながらも、早期の

方向決定が必要である（図4）。 

17

10

23

9

43 43

0

10

20

30

40

50

60

70

2000年（実績） 2050年（シナリオA） 2050年（シナリオB)

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
量

 (M
to

e)

世帯数の減少

世帯当たりサービス需要
の増加
世帯当たりサービス需要

の削減
エネルギー効率の改善

系統電力

水素

太陽光

バイオマス

都市ガス

石油

2000年のエネルギー需

要量
 

図3 家庭部門におけるエネルギー需要削減 

二次エネルギー需要量 (Mtoe)

産業 家庭 業務 運輸旅客
運輸
貨物

0 50 100 150 200 250 300 350 400

2000年（実績）

2050年（シナリオA）

2050年（シナリオB）

産業 家庭 業務 運輸旅客 運輸貨物

エネルギー需要
削減

 

図4 70%削減を可能にする需要側エネルギー構成例 
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図5 70%削減を可能にする需要供給側エネルギー構成例 
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図6 2050年CO2排出量70%削減を実現する対策オプションの検討（シナリオA） 

 

（3）日本脱温暖化社会シナリオを地域／世界へ 

滋賀県を対象とした「持続可能社会の実現に向けた滋賀シナリオ」を構築し、2030年までに1990

年比50％削減を達成するシナリオを示した。 

また、日英共同研究プロジェクトの第1回国際ワークショップを2006年6月に東京で行い、持続

可能な発展につながる低炭素社会構築に向けて、世界19カ国・6国際機関の研究者や政策決定者ら

54名らと、低炭素社会のビジョンについて議論を深め、各国の事情に応じた低炭素社会を目指す

ことを話し合った。中国、インド、タイ、ブラジルを対象とした分析を始めた。 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

・ 我が国を対象として、2050年日本において、主要な温室効果ガスであるCO2を1990年に比べて

70％削減するような低炭素社会を実現できる技術的なポテンシャルが存在することを定量的

に検証したこと。 

・ 叙述シナリオの開発、それらを定量化するためのモデル群（人口世帯、マクロ計量経済、一般

均衡、住宅ストック、ライフスタイル・消費、旅客交通、貨物交通、産業トレンド、エネルギ

ー供給等）の開発を進めた。特に2050年の時間断面の各種収支（エネルギー、経済、人口・労

働、時間等）を分析できるスナップショットモデルを開発し、2050年70％削減シナリオ構築に

役立てた。また、想定した2050年の社会経済像に向けて、現時点からどのような対策が必要か、

動学的に分析できるバックキャストモデルの第1次バージョンを構築した。 

・ 脱温暖化社会を実現する各種対策オプションを格納する環境オプションデータベース（EDB）

を構築した。各チームで調査しているエネルギー供給対策、エネルギー需要対策、都市対策、

交通対策、産業対策などの対策オプションを格納した。 

・ 滋賀県を対象とした「持続可能社会の実現に向けた滋賀シナリオ」を構築し、2030年までに1990

年比50％削減を達成するシナリオを示した。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

・ 2007年2月15日に、「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70％削減可能性検討」報告

書を記者発表し、日本が2050年に主要な温室効果ガスであるCO2を70％削減し、豊かで質の高

い低炭素社会を構築することは可能であることを示したところ、各紙で取り上げられた。 

・ 2006年2月16日に環境大臣と英国大使館大使が記者発表した、日英共同研究プロジェクトの第1

回国際ワークショップを2006年6月に東京で行い、先進国だけでなく途上国を含めた世界19カ

国・６国際機関の研究者や政策決定者ら54名を招待した。低炭素社会のビジョンについて議論

を深め、各国の事情に応じた低炭素社会を目指すことを話し合い、Executive Summary、

Workshop Reportとしてまとめた。その結果が、G20（気候変動・クリーンエネルギーおよび持

続可能な開発に関する閣僚対話）やCOP12・COP/MOP2で紹介された。 
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７．国際共同研究等の状況 

日英共同研究プロジェクト「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050」の第1回国際ワークショ

ップを2006年6月に東京で開催し、2007年6月に第2回ワークショップをロンドンで行うことが決ま

っている。2007年に報告されたIPCC第4次報告書でも脱温暖化2050研究の成果が引用されている。 
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7) 仲座方伯，藤原健史，松岡譲：「家計消費の分析に基づいた廃棄物発生量推計の研究」，環

境衛生工学研究，20(3)，83-86，2006 
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